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誌上セミナー 令和７年所得税および確定申告に係る主な改正点・・・・・・・・・・・・・ １２ 

・２０２６年の日本の景気見通し          普通（５５.０％） 

・２０２６年の自社の業況（景気）         普通（６６.８％） 

・２０２６年の自社の売上額の見通し        変わらない（５３.４％） 

・自社の業況が上向く時期             すでに上向いている（３４.０％） 

◇ 全業種総合 業況・売上額・収益ＤＩ共に改善 

来期は業況・売上額・収益ＤＩ共に悪化する見込み 

◇ 製造業 業況ＤＩは改善が継続、売上額・収益ＤＩ共に悪化 

    来期は売上額・収益 DI 共に悪化が継続する見込み 

◇ 卸売業 業況ＤＩ・売上額・収益ＤＩ共に改善 

    来期は業況・売上額・収益ＤＩ共に悪化する見込み 

◇ 小売業 業況・売上額・収益ＤＩ共に改善 

    来期は業況・売上額・収益ＤＩ共に悪化する見込み 

◇ サービス業 業況ＤＩは改善、売上額・収益ＤＩ共に悪化 

    来期は売上額・収益ＤＩ共に悪化が継続する見込み 

◇ 建設業 業況・収益ＤＩは改善、売上額ＤＩは悪化 

    来期は業況・売上額・収益ＤI 共に悪化する見込み 

◇ 不動産業 業況・売上額・収益ＤＩ共に改善 

    来期は売上額・収益ＤI 共に悪化する見込み 

◇ コメント 

・「そもそも使っていない」（５５.３％）が最多、次いで「紙の手形・小切手をやめた」（２２.７％） 

・現在も「紙の手形・小切手を使っている」（２２.０％）と回答した理由としては、 

「取引先との慣行で使わざるを得ない」（６３.５％）が最多 
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ＮＯ.１３８ 
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≪調査要領≫ 

● 調査時期／202５年１２月上旬 

● 調査対象／当金庫取引先（法人･個人事業者） 

● 調査方法／営業店職員による聞き取り調査 

● 分析方法／ＤＩ（Diffusion Index）による分析 

※ＤＩとは、「良い・増加・上昇・過剰」の回答全体に占める 

割合と「悪い・減少・下降・不足」の回答全体に占める割合 

との差を表し、景気判断や景気変化の方向を計る数値

今期の全業種総合業況判断ＤＩは、前期比２.２ポイ

ント上昇の１１.７となった。 

製造業は前期比３.５ポイント上昇の１４.２、   

非製造業は同１.５ポイント上昇の１０.４となった。 

来期の全業種総合業況判断ＤＩは、今期比０.６  

ポイント低下の１１.１と悪化を見込む。 

景気動向調査 2025 年 10～12 月期実績、2026 年 1～3 月期予想 

 １ ≪よこしん≫ 景況レポート ＮＯ.１３８ 

業況ＤＩ（全業種総合）は改善、来期は悪化する見込み 

 

《 概 況 》 

＜ 業況ＤＩ天気図＞

2025年 （予想）2026

7-9月 10-12月 1-3月

9.5 11.7 11.1

10.7 14.2 14.7

8.9 10.4 9.3

11.3 12.7 11.3

▲ 14.1 ▲ 11.8 ▲ 12.9

3.0 5.0 5.0

30.0 30.8 27.5

9.0 10.6 12.1

低調 ← → 好調

方向

不 動 産 業

卸 売 業

小 売 業

サービス業

全 体

製 造 業

非 製 造 業

建 設 業

調査先 回答先 回答率

製 造 業 225 225 100.0%

卸 売 業 71 71 100.0%

小 売 業 93 93 100.0%

サービス業 102 101 99.0%

建 設 業 120 120 100.0%

不 動 産 業 67 66 98.5%

合　　　計 678 676 99.7%



 

 

 

＜ 今 期 ＞ 

業況・売上額・収益ＤＩ共に改善 

 

今期の全業種総合業況判断ＤＩ（良い－悪い）は、

前期比の２.２ポイント上昇の１１.７となった。 

売上額ＤＩ（増加－減少）は前期比２.０ポイント

上昇の２０.６、収益ＤＩ（増加－減少）は同２.１  

ポイント上昇の１３.９となった。 

販売価格ＤＩ（上昇―下降）は前期比０.９ポイント

上昇の２７.９、仕入価格ＤＩ（上昇－下降）は    

横ばいの４２.５となった。 

在庫ＤＩ（過剰－不足）は前期比０.３ポイント  

低下の２.３、資金繰りＤＩ（楽－苦しい）は同１.１

ポイント上昇の２.１となった。 

借入実施企業割合は２６.０％と、前期比１.２  

ポイント上昇した。設備投資実施企業割合は、   

同０.７ポイント上昇の１４.２%であった。 

雇用面では人手ＤＩ（過剰－不足）が、前期比  

４.３ポイント上昇の－１９.０となった。 

 

 

＜ 来 期 ＞ 

来期は業況・売上額・収益ＤＩ共に 
悪化する見込み 
 

来期の全業種総合業況判断ＤＩは今期比０.６  

ポイント低下の１１.１、売上額ＤＩは同９.１   

ポイント低下の１１.５、収益ＤＩは同５.６ポイント

低下の８.３となり、業況・売上額・収益ＤＩは共に

悪化を見込んでいる。 

販売価格ＤＩは今期比６.７ポイント低下の   

２１.２を見込んでいる。仕入価格ＤＩは同８.５  

ポイント低下の３４.０を見込む。 

人手ＤＩは今期比０.５ポイント上昇の－１８.５

と小幅ながら改善を見込んでいる。 
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 全業種総合                                             （回答先 676） 

＜ 全業種総合 主要DI＞

2025年
（予想）

2026年

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

業 況 判 断 13.2 9.5 9.5 11.7 11.1

売 上 額 19.7 15.2 18.6 20.6 11.5

収 益 7.4 8.3 11.8 13.9 8.3

販 売 価 格 32.9 28.8 27.0 27.9 21.2

仕 入 価 格 48.3 42.0 42.5 42.5 34.0

在 庫 0.9 0.0 2.6 2.3 0.7

資 金 繰 り ▲ 1.9 ▲ 2.7 1.0 2.1 ▲ 0.6

人 手 ▲ 22.1 ▲ 20.5 ▲ 23.3 ▲ 19.0 ▲ 18.5

方向



 

 

 

＜ 今 期 ＞ 

業況ＤＩは改善が継続、 

売上額・収益ＤＩ共に悪化 

 

今期の業況判断ＤＩは、前期比３.５ポイント上昇

の１４.２となった。 

売上額ＤＩは前期比０.４ポイント低下の１８.３、 

収益ＤＩは同３.６ポイント低下の１１.１であった。 

販売価格ＤＩは前期比１.８ポイント上昇の   

２４.０、原材料価格ＤＩは同１.７ポイント低下の 

４３.６となった。 

原材料在庫ＤＩは、前期比１.８ポイント低下の 

４.９、資金繰りＤＩは、同７.６ポイント上昇の   

５.８となった。 

借入実施企業割合は２３.４％と、前期比１.９  

ポイント低下した。設備投資実施企業割合は、   

同３.０ポイント上昇の１５.８%であった。 

人手ＤＩは、前期比４.９ポイント上昇し、    

－２０.０となった。 

 

＜ 来 期 ＞ 

来期は売上額・収益 DI 共に 

悪化が継続する見込み 

 

来期の業況判断ＤＩは今期比０.５ポイント上昇の

１４.７、売上額ＤＩは同６.２ポイント低下の   

１２.１、収益ＤＩは同３.１ポイント低下の８.０を見

込んでいる。 
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 製造業                                  （回答先 225） 

＜ 製造業 主要DI＞

2025年
（予想）

2026年

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

業 況 判 断 10.7 4.9 10.7 14.2 14.7

売 上 額 13.8 9.8 18.7 18.3 12.1

収 益 6.7 7.6 14.7 11.1 8.0

販 売 価 格 26.2 24.0 22.2 24.0 16.6

原 材 料 価格 48.4 41.3 45.3 43.6 34.2

原 材 料 在庫 2.2 2.2 6.7 4.9 2.7

資 金 繰 り ▲ 1.3 ▲ 4.4 ▲ 1.8 5.8 0.4

人 手 ▲ 22.2 ▲ 20.4 ▲ 24.9 ▲ 20.0 ▲ 20.0

方向



＜ 個別業種 ＞ 

改善が４業種、悪化が３業種 

 

＜今 期＞ 

10 社以上回答のあった個別業種（７業種）の業況

判断ＤＩは、改善が４業種、悪化が３業種であった。 

一般機械器具は前期比５０.０ポイント上昇の  

１４.３、金属プレス・メッキは同７.７ポイント上昇

の７.７となった。 

一方、電気機械器具は前期比２１.８ポイント低下

の１５.０、プラスチック製品は同５.０ポイント低下

の０.０となった。 

 

＜来 期＞ 

来期の業況判断ＤＩは３業種で改善、２業種で 

横ばい、２業種で悪化を見込んでいる。 

 

＜注＞10 先以上回答のあった個別業種（７業種） 

プラスチック製品、金属製品・その他、金属プレス・メッキ、 

一般機械器具、電気機械器具、精密機械器具、食料品 

 

 

 

 

■ 卸売業 （ 回答先 71 ） 

 

業況・売上額・収益ＤＩ共に改善 

来期は業況・売上額・収益 DI 共に 

悪化する見込み 

 

＜今 期＞ 

今期の業況判断ＤＩは、前期比１.４ポイント上昇

の１２.７となった。 

売上額ＤＩは前期比８.４ポイント上昇の３８.０、

収益ＤＩは同１１.３ポイント上昇の２５.４となった。 

販売価格ＤＩは前期比２.８ポイント低下の   

３８.０、仕入価格ＤＩは同５.６ポイント低下の  

４７.９となった。 

 

＜来 期＞ 

来期の業況判断ＤＩは今期比１.４ポイント低下の

１１.３、売上額ＤＩは同２３.７ポイント低下の   

１４.３、収益ＤＩは同９.７ポイント低下の１５.７を 

見込んでいる。 

 

 非製造業                                （回答先 451） 
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＜ 卸売業 主要DI＞

2025年
（予想）

2026年

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

業 況 判 断 8.5 9.9 11.3 12.7 11.3

売 上 額 33.8 31.0 29.6 38.0 14.3

収 益 ▲ 1.4 14.1 14.1 25.4 15.7

販 売 価 格 46.5 42.3 40.8 38.0 25.7

仕 入 価 格 56.3 50.7 53.5 47.9 32.9

在 庫 4.2 2.8 4.2 2.8 4.3

資 金 繰 り ▲ 4.2 ▲ 1.4 ▲ 2.8 0.0 ▲ 2.9

人 手 ▲ 12.7 ▲ 14.1 ▲ 22.5 ▲ 12.7 ▲ 12.7

方向

＜ 業種別 業況判断DI＞

2025年
（予想）

2026年

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

4.0 1.8 14.0 12.1 15.9

プラスチック製品 ▲ 5.0 ▲ 5.6 5.0 0.0 15.8

業 況 判 断金属製品・その他 金属製品・その他 11.8 8.8 19.4 16.0 20.0

業 況 判 断金属プレス・メッキ 金属プレス・メッキ ▲ 23.1 ▲ 26.7 0.0 7.7 ▲ 7.7

17.1 11.3 7.0 18.8 18.8

一 般 機 械 器 具 20.0 ▲ 7.1 ▲ 35.7 14.3 21.4

電 気 機 械 器 具 33.3 5.3 36.8 15.0 15.0

精 密 機 械 器 具 ▲ 4.2 23.8 7.1 14.8 14.8

15.4 12.0 4.3 16.0 0.0

食 料 品 21.4 14.3 7.1 14.3 0.0

方向

部 品 加 工 型

機 械 器 具 型

消 費 財 型



■ 小売業 （ 回答先 93 ） 

 

業況・売上額・収益 DI 共に改善 

来期は業況・売上額・収益 DI 共に 

悪化する見込み 

 

＜今 期＞ 

今期の業況判断ＤＩは、前期比２.３ポイント上昇

の－１１.８となった。 

売上額ＤＩは前期比５.３ポイント上昇の１１.８、 

収益ＤＩは同２.１ポイント上昇の－２.２となった。 

販売価格ＤＩは前期比２.６ポイント上昇の   

３７.０、仕入価格ＤＩは同５.３ポイント低下の  

４０.９となった。 

 

＜来 期＞ 

来期の業況判断ＤＩは今期比１.１ポイント低下の

－１２.９、売上額ＤＩは同１０.７ポイント低下の   

１.１、収益ＤＩは同３.３ポイント低下の－５.５を  

見込んでいる。 

 

 

 

 

■ サービス業 （ 回答先 101 ） 
 

業況ＤＩは改善、売上額・収益ＤＩ共に悪化 

来期は売上額・収益ＤＩ共に 

悪化が継続する見込み 

 

＜今 期＞ 

今期の業況判断ＤＩは、前期比２.０ポイント上昇

の５.０となった。 

売上額ＤＩは前期比３.８ポイント低下の１７.０、

収益ＤＩは同１.０ポイント低下の９.９となった。 

料金価格ＤＩは前期比４.８ポイント低下の   

１７.０、材料価格ＤＩは同２.４ポイント低下の  

３０.３となった。 

人手ＤＩは、前期比４.９ポイント上昇の－２４.８

となった。 

 

＜来 期＞ 

来期の業況判断ＤＩは今期比横ばいの５.０、売上

額ＤＩは同９.０ポイント低下の８.０、収益ＤＩは同

４.０ポイント低下の５.９を見込んでいる。 
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＜ 小売業 主要DI＞

2025年
（予想）

2026年

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

業 況 判 断 3.3 ▲ 12.1 ▲ 14.1 ▲ 11.8 ▲ 12.9

売 上 額 12.2 12.1 6.5 11.8 1.1

収 益 ▲ 1.1 0.0 ▲ 4.3 ▲ 2.2 ▲ 5.5

販 売 価 格 38.9 38.5 34.4 37.0 28.3

仕 入 価 格 45.6 52.7 46.2 40.9 32.3

在 庫 ▲ 2.2 0.0 3.2 5.4 4.3

資 金 繰 り ▲ 12.2 ▲ 11.0 ▲ 2.2 ▲ 11.8 ▲ 12.0

人 手 ▲ 10.0 ▲ 13.2 ▲ 18.3 ▲ 13.0 ▲ 14.1

方向

＜ サービス業 主要DI＞

2025年
（予想）

2026年

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

業 況 判 断 10.8 9.9 3.0 5.0 5.0

売 上 額 15.7 16.8 20.8 17.0 8.0

収 益 6.9 6.9 10.9 9.9 5.9

料 金 価 格 30.4 18.8 21.8 17.0 13.0

前期比原材料価格　サービス業材 料 価 格 36.3 26.7 32.7 30.3 22.0

資 金 繰 り 0.0 ▲ 1.0 ▲ 3.0 ▲ 2.0 1.0

人 手 ▲ 29.4 ▲ 25.7 ▲ 29.7 ▲ 24.8 ▲ 22.2

方向



■ 建設業 （ 回答先 120 ） 

 

業況・収益ＤI は改善、売上額ＤI は悪化 

来期は業況・売上額・収益ＤI 共に 

悪化する見込み 

 

＜今 期＞ 

今期の業況判断ＤＩは、前期比０.８ポイント上昇

の３０.８となった。 

売上額ＤＩは前期比０.９ポイント低下の２５.８、

収益ＤＩは同１.６ポイント上昇の２５.８となった。 

請負価格ＤＩは前期比０.９ポイント低下の   

２８.３、材料価格ＤＩは同３.４ポイント上昇の  

４９.２となった。 

人手ＤＩは、前期比５ . ３ポイント上昇の    

－２６.９となった。 

 

＜来 期＞ 

来期の業況判断ＤＩは今期比３.３ポイント低下の

２７.５、売上額ＤＩは同４.８ポイント低下の   

２１.０、収益ＤＩは同１０.７ポイント低下の   

１５.１を見込んでいる。 

 

 

■ 不動産業 （ 回答先 66 ） 

 

業況・売上額・収益ＤI 共に改善 

来期は売上額・収益ＤI 共に悪化する見込み 

 

＜今 期＞ 

今期の業況判断ＤＩは前期比１.６ポイント上昇の

１０.６となった。 

売上額ＤＩは、前期比１１.９ポイント上昇の  

１７.９、収益ＤＩは同１６.４ポイント上昇の   

１７.９となった。 

販売価格ＤＩは前期比１０.９ポイント上昇の   

３３.３、仕入価格ＤＩは同１６.４ポイント上昇の  

４１.８となった。 

 

＜来 期＞ 

来期の業況判断ＤＩは今期比１.５ポイント上昇の

１２.１、売上額ＤＩは同８.９ポイント低下の９.０、

収益ＤＩは同５.８ポイント低下の１２.１を見込んで 

いる。 
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＜ 建設業 主要DI＞

2025年
（予想）

2026年

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

業 況 判 断 32.5 32.5 30.0 30.8 27.5

売 上 額 38.3 22.5 26.7 25.8 21.0

収 益 21.7 16.7 24.2 25.8 15.1

請 負 価 格 36.7 27.5 29.2 28.3 20.2

材 料 価 格 60.0 44.2 45.8 49.2 39.5

在 庫 0.8 3.3 0.8 1.7 0.8

資 金 繰 り 2.5 3.3 12.5 7.6 4.2

人 手 ▲ 36.7 ▲ 31.7 ▲ 32.2 ▲ 26.9 ▲ 25.4

方向

＜ 不動産業 主要DI＞

2025年
（予想）

2026年

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

業 況 判 断 9.0 12.1 9.0 10.6 12.1

売 上 額 7.5 4.5 6.0 17.9 9.0

収 益 6.0 3.0 1.5 17.9 12.1

販 売 価 格 29.9 34.8 22.4 33.3 35.8

仕 入 価 格 40.3 39.4 25.4 41.8 44.8

在 庫 ▲ 3.0 ▲ 16.7 ▲ 10.4 ▲ 10.4 ▲ 15.2

資 金 繰 り 1.5 0.0 4.5 7.5 3.0

人 手 ▲ 10.4 ▲ 9.1 0.0 ▲ 7.5 ▲ 7.5

方向
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＜製造業＞ 

・ 原材料価格の高騰に対応するため、一部価格転嫁は行っているが、追いついていない。 

〔衣服・その他の繊維製品製造〕 

・ ＡＩ関連の受注が増加しており、業況は好調に推移している。〔電気機械器具製造〕 

・ 最低賃金の引き上げにより人件費増加し、利幅が縮小している。〔食料品製造〕 

 

＜卸売業＞ 

・ 今後の利上げにより、借入金の圧縮を図っていくことを検討している。〔建築材料〕 

・ 受注好調につき、設備投資により生産能力を向上させていく。〔再生資源〕 

・ 約束手形による資金決済の取引先が残り１社となった。でんさいへの移行を打診中。〔その他〕 

 

＜小売業＞ 

・ 商圏内への大手ホームセンターの参入により、来店客数が減少し売上が減少。〔その他〕 

・ 原材料価格高騰の影響のみならず、輸送費用の増加により、利幅の確保に苦慮している。〔飲食料品〕 

・ 今年の天候不順により、青果の仕入価格が上昇しており利益を圧迫している。〔飲食料品〕 

 

＜サービス業＞ 

・ 燃料費の高止まりにより、輸送手段やルートの見直しを余儀なくされている。〔その他（運送）〕 

・ 新店舗を出店してから１年経過するが、集客に苦慮している。〔その他（療術）〕 

・ 割引の適用を廃止しても、顧客が離れず増収・増益に繋がった。〔娯楽〕 

 

＜建設業＞ 

・ 受注増加しているものの、配線やコネクタ等の電気工事部材の値上がりにより、利益の確保が難しい。 

〔職別工事（電気）〕 

・ 残業規制により、大手元請先の工事における施工時間が減少している。〔職別工事（コンクリート圧送）〕 

・ 老朽化した下水道管の補修工事が増えており、受注機会が増大している。〔職別工事（土木）〕 

 

＜不動産業＞ 

・ 土地や建築材料の仕入価格の高騰により、在庫が不足している。〔建売〕 

・ 人口減少により空室が発生し始めている。〔不動産管理〕 
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※回答により合計が 100％とならない場合があります。 

 

Ｑ１．２０２６年の日本の景気見通しについて 

 

「普通」（５５．０％）が最多、次いで「やや悪い」（３１．０％）が続く 

 

 ２０２６年の日本の景気の見通しについては、「普通」が最多（５５.０％）であった。 

次いで「やや悪い」（３１.０％）、「やや良い」（８.０％）が続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ２．２０２６年の自社の業況(景気）見通しについて 

 

「普通」（６６.８％）が最多回答 

 

２０２６年の自社の業況（景気）についての見通しでは、「普通」（６６.８％）が最多回答であった。 

次いで「やや悪い」（１８.２％）、「やや良い」（８.８％）が続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別調査①「２０２６年（令和８年）の経営見通しについて」 
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Ｑ３．２０２６年の自社の売上額の見通しについて 
 

「変わらない」（５３．４％）が最多回答 

 

２０２６年の自社の売上額の見通しについては、「変わらない」（５３.４％）が最多回答となった。 

次いで、「10％未満の増加」（２６.８％）、「10％～19％の増加」（８.２％）が続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ４．自社の業況が上向く時期について 

 

「すでに上向いている」（３４．０％）が最多回答 

 

自社の業況が上向く時期については、「すでに上向いている」（３４.０％）が最多回答であった。 

次いで、「業況改善の見通しは立たない」（１８.２％）、「1 年後」（１２.７％）と続いた。 
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政府は、２０２７年３月末までに約束手形の利用廃止、小切手の全面的な電子化の方針を示しています。現時

点での貴社の企業間の資金決済手段として、紙の手形・小切手を利用しているか、利用している場合はその理由

をご回答ください。過去に利用していたが、やめた場合は、現在の主な資金決済手段についてあてはまるものを

ご回答ください。 

 

【手形・小切手の利用状況について】 

「そもそも使っていない」（５５．３％）が最多、次いで「紙の手形・小切手をやめた」（２２．７％）、     

「紙の手形・小切手を使っている」（２２．０％）が続く 
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特別調査②「紙の手形・小切手の利用状況について」 



【紙の手形・小切手を使っている理由】 

「取引先との慣行で使わざるを得ない」（６３．５％）が最多、 
次いで「でんさい、ＩＢ等の操作面に不安」（１４．２％）、「経理事務の変更が困難」（１２．２％）が続く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【紙の手形・小切手をやめた理由】 

「でんさい」（６０．１％）への移行が最多、次いで「ＩＢ」（３８．６％）への移行が続く 
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誌上セミナー 

令和７年所得税および確定申告に係る主な改正点 

 

 

 

 

 

朝日税理士法人 パートナー税理士 小竹 勝  

 

📅 令和７年分 確定申告（令和８年３月１６日申告）の改正点・留意点について 

📄 確定申告の概要と適用時期 

 対象となる所得期間  令和７年１月１日から令和７年１２月３１日までの１年間の所得 

 申告・納付期限  令和８年３月１６日（３月１５日が日曜日であることから翌平日１６日まで） 

 

📝 Ⅰ. 令和７年分 確定申告の主な改正点 

令和７年分の所得税には、「年収の壁」対策として基礎控除や給与所得控除などの見直しが行われています。 

1. 基礎控除の見直し 

合計所得金額 改正前（令和６年分まで） 改正後（令和７年分から） 

2,350 万円以下 48 万円 58 万円（10 万円引き上げ） 

2,350 万円超 2,400 万円以下 32 万円 48 万円 

2,400 万円超 2,450 万円以下 16 万円 32 万円 

2,450 万円超 2,500 万円以下 控除なし 16 万円 

2,500 万円超 控除なし 控除なし 

 留意点 

o 改正後の 58 万円の基礎控除は、合計所得金額が 2,350 万円以下の個人に適用されます。 

o この改正は、令和７年・令和８年の暫定的措置とされています。 

2. 給与所得控除の最低保障額の引き上げ 

給与の収入金額 給与所得控除額 

190 万円以下 収入金額 × 40% ＋ 10 万円 (最低保障額 65 万円へ引き上げ) 

190 万円超 555 万円以下 収入金額 ×30% ＋ 8 万円 

555 万円超 改正なし 

 留意点 

o 給与収入が 190 万円以下の人の最低保障額が 55 万円から 65 万円へ 10 万円引き上げられます。 

o 給与収入が 190 万円超の場合の控除額に変更はありません。 
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3. 各種控除の所得要件の緩和（引き上げ） 

基礎控除と給与所得控除の引き上げに伴い、以下の各種控除を受けるための合計所得金額の要件が 10 万円引

き上げられます。 

 扶養控除・同一生計配偶者・障害者控除を受ける同一生計配偶者・ひとり親控除を受ける場合の生計を一に

する子 

o 合計所得金額の要件が 48 万円以下から 58 万円以下へ変更 

o 給与収入のみの場合、年収 103 万円以下から年収 123 万円以下へ変更 

 源泉控除対象配偶者 

o 合計所得金額の要件は 95 万円以下のまま変更なし 

o ただし、給与所得控除の最低保障額引き上げにより、給与収入のみの場合の年収要件が年収 150 万

円以下から年収 160 万円以下へ変更 

 勤労学生控除 

o 合計所得金額の要件が 75 万円以下から 85 万円以下へ変更 

 家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例 

o 必要経費に算入する金額の最低保障額が 55 万円から 65 万円へ引き上げ 

4. 特定親族特別控除の創設 

 概要  所得者が特定親族（合計所得金額が 100 万円を超え 123 万円以下の扶養親族）を有する場合に、

その所得者の総所得金額等から、特定親族の合計所得金額に応じて控除する制度が創設されます。 

 留意点 

o これは扶養控除の適用対象外となった扶養親族について、税負担の急激な変化を緩和するための暫

定的な措置です。 

o 配偶者特別控除を受けている親族など、相互適用が禁止（※）されているケースがあるため注意が必

要です。 

※ 相互適用禁止ケース（二重控除の禁止） 

① 目的：同一人物について、複数の控除を二重に適用することや、誤った種類の控除を適

用することを防ぎ、控除制度の公平性を保つための基本的なルールです。 

 

 

 

 

 

 

 

対象者 適用できる控除（専用の制度） 
適用できない控除

（相互適用禁止） 

配偶者 

 (夫または妻) 
配偶者控除 または 配偶者特別控除 (所得による) 

扶養控除  および 

特定親族特別控除 

理由 

配偶者は「扶養親族」の定義から除外されており、専用の

制度（配偶者控除等）があるため、他の扶養に関する控除

は適用できません。 
 

１３ ≪よこしん≫ 景況レポート ＮＯ.１３８ 



② 配偶者に対する特定親族特別控除との関係（令和７年分から） 

控除 A 控除 B 禁止される関係性 

特定親族

特別控除 

配偶者控除 

配偶者特別控除 

同一人物（配偶者）に対して、特定親族特別控除は適用で

きません。 

特定親族

特別控除 
扶養控除 

同一人物に対して、この二つの控除の両方を同時に適用す

ることはできません（親族の所得要件によりどちらか一方

のみが適用されます）。 

 

③ 令和７年分から創設される特定親族特別控除は、主に子などの扶養親族を対象とした暫

定措置であり、配偶者に対しては適用できません。 

④ 同一人物に対する複数の納税者による控除禁止 

 原則  生計を一にする同一の親族について、複数の納税者（例：夫婦）が扶養控除を適

用することはできません。 

 選択  複数の納税者がいる場合、そのうちいずれか一人の納税者が控除を適用するこ

とを選択しなければなりません。 

📝 Ⅱ. 確定申告書（様式）の変更点と留意点 

現在は単一の「所得税及び復興特別所得税の申告書」様式が使用されています。令和７年分では、この統合様

式に以下の変更が生じます。 

1. 🔍 様式の主な変更箇所（チェックリスト） 

変更が生じる背景 様式での変更点 申告者が必ず確認すべき事項 

特定親族特別控除の

創設 

【新設】 所得控除欄に専用の記入

欄が追加されます。 

控除対象者がいる場合、控除額を正しく計算し、

新設欄に記載すること。 

基礎控除/給与所得控

除の変更 

所得金額の計算欄の記載内容が

変更されます。 

自身が受ける基礎控除額「58 万円」が反映され

ているか確認すること。 

所得要件の緩和 
扶養控除や勤労学生控除等の判

定基準の記載が変更されます。 

扶養親族の所得要件が「58 万円以下」になって

いるか確認すること。 

 

2. 📑 申告書作成時の留意事項 

 ① 最新版の様式を使用すること: 令和８年１月以降に国税庁から提供される、令和７年分用の最新の申告

書を使用してください。 

 ② e-Tax での申告を推奨: 改正後の新しい控除額（基礎控除 58 万円、給与控除最低 65 万円）や新制度

を自動で反映し、計算ミスを防ぐため、国税庁の「確定申告書等作成コーナー」や e-Tax での電子申告を強

く推奨します。 

 ③ 添付書類の確認: 確定申告の根拠となる源泉徴収票も新しい改正を反映した様式で交付されます。確

定申告書と記載内容を細かく照合してください。 

以上 
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